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はじめに
１．研究の背景と必要性
⑴　研究背景
1990年代頃から市民活動が台頭するなか、ボ
ランティア活動をはじめとする市民の自由な社
会貢献活動の促進を目的に1998年12月に特定
非営利活動促進法（NPO法）は成立した。現
在のNPO法では、特定20分野の社会貢献活動
（特定非営利活動）を行う場合、所轄庁は各団
体の申請に基づき特定非営利活動法人（NPO
法人）格を認めるようになっている（認証主
義）。NPO法人の設立には、市民性を重視して
いるために社会福祉法人等と比較して設立しや
すい仕組みとなっているため、専門的なマネジ
メントも脆弱になりやすい側面がある。
NPO法人の認証数は増加傾向にあるが１）、
総収入が１億円を超える法人は数パーセントに
主要職歴からみた介護系NPOのマネジメントの課題
―市民性・社会変革性・組織安定性とマネジメント意識―
田　中　将　太　・　本　郷　秀　和
要旨　本論文では、1998（平成10）年から施行された特定非営利活動促進法（NPO法）に基
づく特定非営利活動法人（NPO法人）の中でも、介護保険事業を実施するNPO法人（介護系
NPO）に着目する。そして、九州沖縄地域のマネジメント従事者（法人全体の運営管理業務者）
へのアンケート調査の結果から、介護系NPOの全体の運営管理（マネジメント）の課題を明ら
かにしていく。課題把握の視点は、「エクセレントNPO」をめざそう市民会議が作成した「エク
セレントNPO評価基準」で分類されている「市民性」「社会変革性」「組織安定性」を柱とし、
主にマネジャーの過去の主要職歴からマネジメント上の課題を検討した。
　結果、①全体的に「市民性」に関する取り組みが「社会変革性」「組織安定性」よりも低いこと、
②過去の主要職種別でみた場合、「医療職」による取り組みが「福祉職」「事務職」よりも困難を
生じやすいこと、③職員の確保・処遇やマネジメントの方法・能力を保持すべきことなどが主な
課題として挙げられた。
キーワード　１．マネジメント　２．介護系NPO　３．評価基準　４．市民性　５．社会変革
性　６．組織安定性
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とどまり、半数以上を500万円以下の小規模組
織が占めている２）。その活動分野は「保健・医
療又は福祉の増進を図る活動」が最多で53.1％
にのぼっている３）。2012年４月の「改正特定非
営利活動促進法」では、NPO法人の活動の健
全な発展を促進することを目的に、活動分野の
追加や認証手続きの簡素化・柔軟化、認定制度
における「パブリック・サポート・テスト」の
導入等の改正が行われるなど、NPO活動を後
押しする仕組みが整備されている。先述したと
おり、NPO法は市民の自由な社会貢献活動を
制度として支援するがゆえに所轄庁でのチェッ
ク体制も簡易的になりやすい。したがって、マ
ネジメント結果を評価する仕組みの整備が社会
的にも求められる。
なお、2000年４月の介護保険制度施行以降、
介護保険事業に取り組むNPO法人（介護系
NPO）も著しく増加し、独自的・自発的サー
ビス（制度外サービス）と介護保険事業を複合
的に展開するケースも多い４）。しかし、介護系
NPOによる介護保険サービスの不適正事例や
悪質事件等も数多く発生している。
⑵　マネジメントに対する取り組みを評価する
必要性
NPO法人の運営管理業務（マネジメント）
にあたっては、様々な法的義務が生じ、専門
知識も求められる。たとえば、事業報告書や
財務諸表等の作成、社員総会の開催等があり、
NPO法人の設立趣旨やミッションを踏まえた
マネジメントが必要になる。したがって、市民
の誰もが気軽にNPO法人を設立し、マネジメ
ント業務に従事することは困難である。また、
現にマネジメントにあたる実務者も、熱意だけ
では解決困難な様々な課題を抱えていると推測
されるため、マネジメント体制の充実に向けた
具体的な取り組み課題を把握する必要がある。
本論で取り上げる介護系NPOの多くは、各
法人が掲げるミッション達成のために制度外
サービスを提供しているが、これには地域
の様々なニーズに応えようとする姿勢が伴
う。しかし、活動者の経験や想いに基づく活
動（直接的サービス）が先走りやすいため、
マネジメント業務が苦手になりやすいことも
推測される。また、問題意識を抱え、社会貢
献のために立ち上げた介護系NPOにおいても、
将来的に収益が期待される事業のみに特化して
いくことや行政の下請け組織になる危険性等
が既に指摘されている５）。したがって、介護系
NPOの今後の発展においては、マネジメント
に関する評価を通じて、具体的な取り組みを点
検し、向上させることが求められる。
NPO評価を必要とする大きな理由として、
粉川は「説明責任」と「改善」の２点を多くの
研究者が共通的に挙げていると指摘し、評価に
取り組むメリットを「競争原理の導入」と「コ
ミュニケーションの活性化」にあると述べてい
る６）。そして、建設的議論を展開するためには、
全体的な活動把握、構成員が感じる問題点や課
題の共有が必要であり、評価はNPO自身への
気づきや活動への勇気、仲間同士の関係性の促
進、社会へのアピールといった「つながり」の
形成を促進する効果があるとも述べている７）。
このような指摘からも、介護系NPOのマネジ
メントの課題を明らかにし、その評価体制の充
実が求められる。
２．研究目的・方法と視点
　本論の研究目的は、若干の先行研究を踏まえ
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つつ、九州沖縄地域の介護系NPOに属するマネ
ジメント従事者へのアンケート調査結果を手掛
かりに、法人全体の運営管理業務（マネジメン
ト）の課題を明らかにすることである。したがっ
て、調査研究を研究方法の中心とした。具体的
には2012年５～６月に実施した介護系NPOのマ
ネジメント実務者への調査結果を概観し、さら
に次の２つの視点及び理由から介護系NPOのマ
ネジメントの課題を明らかにする。また、アン
ケート調査の質問項目の作成にあたっては「エ
クセレントNPO評価基準」（詳細後述）を活用
した。これを用いた理由は、NPOに求められる
共通的な視点からマネジメントの課題を把握す
るためである。そしてこの評価基準では、NPO
に期待される「市民性」「社会変革性」「組織安
定性」という枠組みが存在する。
なお、介護系NPOは⑴設立当初から制度外
サービスを中心に行い、介護保険事業にも取り
組む場合、⑵介護保険事業からはじめ、収入が
安定してから制度外サービスに取り組む場合等
も想定される。しかし、本論では制度外サービ
ス実施の有無に関わらず、介護系NPOにおける
マネジメントの共通的課題の把握を目的として
いる。
（視点１）
「市民性」「社会変革性」「組織安定性」の枠
組みからみたマネジメント従事者の取り組みに
関する自己評価の検討。⇒理由：介護系NPO
全体からみた課題の把握ができる。
（視点２）
マネジメント従事者の過去の主要職歴からみ
た課題の把握。⇒理由：過去の職種（専門性）
に応じたマネジメントの強みや弱み、支援のポ
イントを明らかにできる。
Ⅰ　介護系NPOとマネジメント
１．NPOマネジメントを巡る動向
マネジメントに関する経営管理論は、20世
紀初頭にフレデリック・テイラーやアンリ・
ファヨール８）らなどの研究から発展し、主に
営利企業を中心とした組織運営管理の実践的
技法として取り組まれてきた。しかし、原田
が「非営利組織においても営利組織同様に効率
性・収益性が確保されなければならず、経営資
源の有効活用が追及されなければならない」と
指摘するように９）、非営利組織だからこそ求め
られるマネジメントも重要である。
非営利組織のマネジメントに関する研究は、
P.F.ドラッカーをはじめ、国内外で様々な研
究者が取り組んできた。P.F.ドラッカーらは、
NPO・行政・公益法人のための自己評価手法
を開発し、⑴使命、⑵顧客、⑶顧客は何を価値
あるものとするか、⑷成果は何か、⑸計画は何
か、という視点を述べているが、これはマネジ
メントの評価視点としても重要である10）。国内
では、島田が「非営利組織は、マネジメントと
いうものにアレルギーを持ってきた。それは企
業のためのもの、お金儲けのためのものと考え
てきた」と指摘し11）、非営利組織の経営管理に
おけるミッションベイスド・マネジメントの必
要性を訴えている12)。これは、ミッションを上
位概念として、目標、戦略、戦術をフォローさ
せ、成果を達成しようとするものであり、非営
利組織評価体系としてバランスト・スコアカー
ドの活用を提案している13）。
一方、民間非営利組織におけるマネジメント
向上の課題を示唆するものとして、電通総研に
よる指摘もある。これによると、NPOのマネ
ジメントには①個々人の私的な需要ではなく、
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社会的なニーズをいかに捉えるかという観点
を持ち、サービスそのものだけを活動してもマ
ネジメントは成り立たないこと、②活動目的も
抽象的にならざるを得ないことがマネジメント
を難しくさせること、③組織が成長すると制度
化・官僚化のプロセスを逃れ得ないこと、④価
値の集合体であるためにカリスマ性の強い指導
者が多く、組織が硬直化しやすいこと、⑤信念
だけで進む場合も多く、運営技術の未熟さがあ
ること、⑥ステークホルダーの多さ、⑦社会的
信用性の脆弱さなどを述べている14）。以上の指
摘にみられるように、民間非営利組織でのマネ
ジメント評価に関する課題は未だに多いと考え
らえる。
２．介護系NPOの組織構造と特徴
⑴　介護系NPOの組織構造（活動形態・人材・
収入）
　①活動形態
介護保険制度施行直後の介護系NPOは、本
来重視してきたボランタリーな活動（制度外
サービス）を充実させるために介護保険事業等
に取り組む傾向がみられた。その活動形態につ
いて、安立らは①訪問介護型、②訪問介護+ケ
アプラン型、③訪問介護+施設運営型、④複合
発展型、⑤ケアプラン中心型、⑥施設運営特化
型に分類している15）。そして介護保険発足当初
は、それまでの活動の延長線上にある訪問介護
サービス（特に家事援助）が多かったが、理念
に沿ったケアを独自展開していくためにケアプ
ラン作成に着手するようになり、夜間や訪問介
護利用以外の時間帯の対応等総合的な在宅支援
を目指して、デイサービスや宅老所、グループ
ホームなどを拠点施設として展開したところも
少なくなかったと指摘している。現在の介護系
NPOの活動形態としては、介護保険事業を中
心とした制度サービス中心型（介護保険事業の
み実施やその他の制度上のサービスを追加的に
提供する法人等）、制度サービス（介護保険事
業等）＋制度外サービス提供型等があるが、本
郷らの調査結果では後者が多い状況にある。
②人材・収入構造
介護系NPOの構成員は、10名以上の社員及
び３名以上の理事、１名以上の監事が基本とな
る（NPO法に基づく）。また、最高意思決定機
関として社員総会が存在し、その多くは理事会
を設置している。基本的に、社員や理事は当該
介護系NPOの労働者という位置づけではなく、
理念に共感する会員という立場である（労働者
としても従事できる）。加えて、介護保険事業
を実施する場合には「指定居宅サービス等の事
業の人員、設備及び運営に関する基準」に基づ
いた人員配置・設備基準をみたし、さらに制度
外サービスを実施する場合では、独自の人員配
置を決定することになる。
介護系NPOの収入源はⅰ）会費・寄付、ⅱ）介
護保険制度をはじめとした各種の制度上のサー
ビス（行政からの委託事業や各種法制度に基づ
く事業収入を含む）、ⅲ）制度外サービス（実施
する場合）、ⅳ）その他（利息・NPO法上の収益
事業収入等）に大別できるが、組織安定を図る
ための収益性の判断とともにミッション達成の
視点（制度外サービスの位置づけ・整備を図る
ための収入バランスのチェック・検討等）が求
められる。
⑵　介護系NPOの特徴
2009年７月に本郷らが実施した介護系NPO
全国実態調査16）の結果では、依然介護系NPO
は居宅サービスを軸とした小規模活動が中心で
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あり、財政上の課題や人材確保・サービスの質
の向上等の課題を抱えていると述べられてい
る。この調査では介護系NPO全体の７割が「制
度外サービス」を実施し、かつ全体の６割近い
団体が「利益の有無に関係なく新しいサービス
を作り出したい」と回答していたことから、制
度外サービスの開発意欲は高い傾向にあるとい
える。その一方で、介護保険事業のみを行うた
めにNPO法人格を取得した団体も出現してお
り、安立が「今後現れてくるであろう新規の介
護NPOは、住民参加型在宅福祉サービス活動
団体から転換したこれまでの介護NPOとは、
ミッションや方向性が異なっていく可能性があ
る」17）と指摘するように、実質的に営利企業
と何ら変わらないという指摘や批判があるのも
事実である。
介護系NPOの特徴として、安立は「小規模
であること、地域に密着した活動をすること、
そして制度で何ができるかではなくて、利用者
が何を求めているかから発想して、制度外の自
主サービス、制度への問題提起となるような実
験的な活動も展開している」18）と述べている。
つまり、介護系NPOは、供給側の視点でなく、
住民や当事者側の視点でサービス提供を行うこ
と（サービス開発等）や、地域ニーズの把握と
提言の場としての機能が期待される組織である
といえる。田中は、NPOとしての独自性がな
ければ介護保険事業を実施する必要性がなくな
ることを指摘し、介護系NPOによるサービス
提供の性質として、①当事者性、②経営参加方
式、③ネットワーク型、④地域密着型事業体の
４つをあげている19）。なお、介護系NPOのサー
ビス対象者は高齢者が中心であるが、先行研究
では「困っている者誰でも」と広く地域住民を
意識しているという調査結果20）もある。
本郷が「介護系NPOが提供する制度外サー
ビスは、単に行政の補完的役割を持つのではな
く、各々の介護系NPOが掲げるミッションを
遂行する上で、二次的に行政の補完的役割を持
つことになると捉えるべきであろう」21）と指
摘するように、安価な制度外サービスを提供す
る行政の下請け組織ではないことに留意する
必要がある。したがって、幅広い視野で制度上
のサービスと制度外のサービスを同時（トータ
ル）にマネジメントできる専門性も必要とな
り、この部分に調整の難しさ（収益性や人材面
等）が生じてくる。
総じて、介護系NPOのマネジメント評価は、
民間非営利組織全体からみた信頼性の向上とい
う意味でも重要になり、①法の趣旨でもある市
民参加（市民性）、②行政から独立した立場で
の社会変革（地域ニーズを踏まえたサービスの
創造や提言）、③組織安定性（継続的にサービ
スを提供できる体制）などが柱になると考えら
れる。そこで、この３つの視点を柱とするエク
セレントNPO評価基準を用いた調査結果を次
章で検討したい。
Ⅱ　マネジャーの主要職務歴からみたマネジ
メント意識（アンケート調査から）
１．調査概要
⑴　調査対象：
九州・沖縄地域で活動する介護保険事業を実
施するNPO法人（全数）における法人全体の
マネジメント（運営管理業務）従事者（理事長、
事務局長等）１名に回答依頼。
⑵　調査対象のサンプリング方法：
WAMNET「介護事業者情報」において、九
州・沖縄各県のカテゴリーから「特定非営利活
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動」「NPO」のキーワードを全数抽出。※抽出
法人から同一の法人名及び住所が生じたものは
一法人として再整理。
⑶　調査対象数：
394法人（421法人に郵送、27箇所が住所不明
で発送元に返却されたため、母数から除いた。）
⑷　調査方法：
アンケート票を用いた郵送調査（理事長又は
事務局長に自計式で依頼）
⑸　調査期間：
　2012（平成24）年５月14日から６月３日
⑹　回収率（数）：
27.9％（110/394）
⑺　倫理的配慮：
①調査結果に数的処理を実施し、個別法人が
特定できないような形で集計すること、②結果
を研究目的以外に使用しないことの２点を調査
票に明記している。※エクセレントNPO評価
基準使用にあたっては、電話でも担当者に使用
了解を得ている（引用の明記が条件）。
⑻　質問項目と回答方法等について
NPO評価に関する調査項目の大部分（質問
１～38）は、「エクセレントNPO」をめざそう
市民会議編22）、『「エクセレントNPO」の評価
基準』言論NPO（2010）における「エクセレ
ントNPO評価基準」（以下、評価基準）の評
価尺度23）を活用した。これに基づき、従事者
の取り組み意識の傾向を把握するために、回答
形式を「全く取り組んでいない」（１点）、「殆
ど取り組んでいない」（２点）、「どちらでもな
い」（３点、※中間的位置づけとして質問票に
提示）、「やや取り組んでいる」（４点）「かなり
取り組んでいる」（５点）の５段階評価（５点
満点）に変更した。なお、エクセレントNPO
とは「自らの使命のもとに、社会の課題に挑み、
広く市民の参加を得て課題の解決に向けて成果
を出している。そのために必要な、責任ある活
動母体として一定の組織安定性と刷新性を維持
していること」と定義される24）。※統計処理に
はSPSS.20（IBM）を使用。
２．調査結果
⑴　主要職歴からみた総合満足感と外部機関へ
の相談状況
はじめにマネジャー（法人全体の運営管理
者）である回答者が最も長く過去に従事した職
業(SA.以下、主要職歴)をみると、介護・相談
業務等の「福祉職」（37.4％、n＝40）、「事務職」
（19.6％、n＝21）、看護師・理学療法士等の「医
療職」（15.9％、n＝17）の順となった（「その他」
の27.1％を除く）。その年齢は「50～60才未満」
（35.2％、n＝38）が最も多く「60～70歳未満」
表１　エクセレントNPO評価基準の枠組み
【１ 市民性】⇒『参加と成長』の視点（質問数11）
　・領域「ボランティア」（5）「寄付」（4）「自覚」（2）
【２ 社会変革性】⇒『課題解決』の視点（質問数14）
　・領域： 「課題認識」（3）「方法」（3）「能力」（4）「フィードバック」（2）「アドボカシー」（1）「自立
性」（1）
【３ 組織安定性】⇒『持続発展』の視点（質問数12）
　・領域：「ガバナンス」（5）「収入多様性と規律」（5）「人材育成」（2）
（出典） 　「エクセレントNPO」をめざそう市民会議編,『エクセレントNPOの評価基準』，言論NPO，2010，p.19．表２
を基に田中作成．
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（25.9％、n＝28）、「40～50歳未満」（16.7％、n
＝18）の順で、50歳以上の合計は70.4％であっ
た25）。つまり、福祉職を中心として一定の人生
経験を積み重ねた者がマネジャーの立場を取り
やすい状況にある。
主要職歴からみた法人全体の運営管理業務の
満足度（表２）をみると、特に「福祉職」と「医
療職」の差が大きく、その中間に「事務職」が
存在しやすいことが分かる。具体的には、「福
祉職」は「やや満足している」28.2％が最も多
く「かなり満足」との合計で43.6％となるが、
「医療職」は「やや不満足」41.2％が最も多く、
「かなり満足」は存在していない。また、「事務
職」は「どちらでもない」35.0％が最多である
ものの、「やや満足」も30.0％存在したことか
ら、「医療職」より満足度が高く「福祉職」よ
り低い傾向にある。つまり、主要職歴が「医
療職」であるマネジャーは、マネジメント業務
に苦手意識を感じやすいと考えられる。これに
ついて、法人全体のマネジメント業務には、⑴
会計や労務管理及びNPO法・介護保険法等に
関する知識と事務処理能力、⑵福祉の考え方や
対人援助に関する価値倫理や知識、⑶その他
チームワークやリーダーシップなど、組織全体
を見据えた様々な知識や技術が求められる。し
たがって、表２の状況からは、各々の職務経験
間で相互に不足しやすい知識を学んだり、マネ
ジャーのサポート役の配置や外部の相談機関を
利用する必要性等がうかがえる。
そこで表３において、マネジャーの主要職歴
別の外部支援組織（NPOサポートセンターな
ど）に対する相談状況をみると、全体的には
「相談していない」59.0％が最多であるが、「福
祉職」48.7％が最も相談しており、「医療職」
表３ 　記入者最も長く従事した業種と法人全体の運営管理業務に関する外部支援組織への相談のクロ
ス表
54記入者最も長く従事
した業種（SA）
56法人全体の運営管理業務に関する外部支援への相談（SA）
相談している 相談していない 合計（％）
福祉職 19(48.7) 20(51.3) 39(100)
医療職 7(41.2) 10(58.8) 17(100)
事務職 5(25.0) 15(75.0) 20(100)
その他 12(41.4) 17(58.6) 29(100)
合計 43(41.0) 62(59.0) 105(100)
 n.s.（χ2検定）
表２　記入者最も長く従事した業種と法人全体の運営管理業務の満足度のクロス表
54記入者最も長く
従事した業種（SA）
55法人全体の運営管理業務の満足度（SA）
合計（％）
かなり不満 やや不満
どちらで
もない
やや満足
している
かなり
満足
福祉職 4(10.3) 8(20.5) 10(25.6) 11(28.2) 6(15.4) 39(100)
医療職 0(0) 7(41.2) 6(35.3) 4(23.5) 0(0) 17(100)
事務職 2(10.0) 4(20.0) 7(35.0) 6(30.0) 1(5.0) 20(100)
その他 1(3.4) 7(24.1) 7(24.1) 6(20.7) 8(27.6) 29(100)
合計 7(6.7) 26(24.8) 30(28.6) 27(25.7) 15(14.3) 105(100)
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41.2％、「事務職」25.0％の順になった（「その
他」を除く）。特に「事務職」による相談状況
は、他の職種よりも低い割合であり、マネジメ
ント過程で生じる様々な事務的業務は得意であ
ると思われる反面、「福祉職」と「医療職」は
苦手になりやすいと推測される。この理由とし
ては、利用者・患者への直接的なサービス提供
では、担い手の主要職歴を活かした専門的活動
が可能である。しかし、法人の全体把握や事務
作業（定款変更手続きや事業報告に必要な書類
作成等）は、あらゆる介護系NPOの共通事項
であるものの、主要職歴が業務に活かしにくい
状況にあるとも予想される。総じて、表３から
は、マネジメント従事者の主要職歴が事務職で
あるほうが望ましいとの考えになるかもしれな
い。しかし、ミッションに基づき福祉活動に取
り組む介護系NPOでは、経済的余裕があれば
事務処理に特化した専門職員を配置し、組織の
意思決定や職員間の調整等を担当をマネジメン
ト従事者（理事長等）が担うという役割分担も
可能であろう。いずれにしろ、全体的に外部機
関への相談は半数以下であることから、今後の
積極的な活用が望まれる。
３．全体及びマネジャーの主要職歴からみた
「市民性」「社会変革性」「組織安定性」に関
する取り組み意識
⑴　全体・主要職歴からみた「市民性」
①全体
「市民性」に関する評価基準と結果を表４で
示す。「市民性」に関する評価基準は計11の質
問から構成され、「ボランティア」（質問１～５）
「寄付」（質問６～９）「自覚」（質問10～11）の
３領域が存在する。まず得られたデータの全体
的雰囲気を把握するために「市民性」の全体結
果をみると、「寄付」に関する領域を除いて５
段階尺度の最頻値は３を示した。「市民性」に
関する全ての質問の最頻値26）は３となり、全
体的に熱心に取り組んでいるとはいえないが、
「寄付」を除いてある程度「市民性」を意識し
て取り組んでいる。
領域別にみた各領域の平均値（以下、順序尺
度を間隔尺度に見なした場合）は「ボランティ
ア」3.2、「寄付」2.7、「自覚」3.1となった。「ボ
ランティア」に関する５つの質問では、平均値
が3.12～3.23の幅をとり、大きな差は生じてい
ない。しかし「寄付」に着目すると、全ての質
問で平均値3.0未満となり、３領域の中で最も
低い状況にある。特に寄付の機会や内容があま
り開かれていないこと（質問７）では、介護系
NPOが寄付部分で消極的になっている状況が
うかがえる。
しかし、介護系NPOの寄付体制を強化・確
立することは、介護保険事業等の事業収入に偏
重することなく、自主財源の基盤確立や民間組
織としての独立性の担保、市民からの理解・支
持、公益性や透明性の促進などという点で重要
である。逆に言えば、現在の介護系NPOの多
くは、寄付体制の強化が脆弱であるゆえに介護
保険制度等の公的事業を強化せざるを得ない状
況があるとも考えられる。したがって、NPO
らしさ（市民性や独立性等）を担保していくた
めにも、組織のミッションや活動に共感できる
多くの支援者を募る必要があり、寄付体制の確
立がマネジメント上の課題の１つになるといえ
る。そのため、市民に対する寄付メリットの提
示や市民に身近で魅力ある活動を展開していく
ことが求められる。なお、「自覚」も決して高
い状況とはいえないため、今後のマネジメント
上の取り組みとして強化する必要がある。
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②主要職歴
主要職歴から「市民性」をみた場合（「その
他」を除く）では、全体的に主要職歴が「医療
職」の場合の取り組み意識が低い状況であり、
「医療職」が平均値3.0を超えたのは質問４の「ボ
ランティアに対して感謝の気持ちを伝える工夫
をこらすこと」のみである。「市民性」に関す
る質問は全11項目あるが、うち10項目で「事務
職」が最も熱心に取り組んでいる意識がある。
また、「ボランティア」領域に着目した場合、「福
祉職」「医療職」は何らかの資格保持者が中心
であると考えられ、専門性（対人援助に関する
活動）を活かした活動に日々従事していると推
測される。しかし福祉活動におけるボランティ
アコーディネートでは、福祉専門職が従事しや
すいと予想される反面、「事務職」が積極的に
取り組んでいる現状もみうけられる。また「医
療職」がマネジャーである場合、ボランティア
そのものが参加しにくい体制になっていること
も予想される。このほか、「寄付」領域の質問
７における「医療職」の結果は、平均値1.76と
かなり低い数値となっているため、「医療職」
では寄付に依存しないマネジメントを最も意識
しているとも読み取れる。
以上について、主要職歴毎の取り組み意識
の差を一元配置分散分析27）で検討した結果で
は、質問１（F(3,100)＝4.36，p＜.01）、質問
２（F(3,100)＝5.11，p＜.01）、質問３（F(3,101)
＝3.20，p＜.05）のみに差がみられ、これらは
全てボランティアに関する質問となった。この
３項目に着目すると、質問１は「ボランティア
の機会が人々に開かれ、活動内容をわかりやす
く伝えること」であるが、「医療職」と「福祉職」
(p＜.05)、「事務職」と「医療職」（p＜.01）の
間に差が生じた(多重比較；Tukey法)。質問
２は「ボランティアに対して、組織の使命、目
的、活動の概要を説明すること」だが、「福祉職」
と「医療職」(p＜.05)、「医療職」と「事務職」
（p＜.01）の間に差がみられ（「医療職」と「そ
の他」間も有意差あり）、質問３「ボランティ
アに対して、事業の成果を共有すること」では
「福祉職」と「医療職」(p＜.05)、「医療職」と「事
務職」(p＜.05)との間に差が生じた。つまり「医
療職」は、ボランティアとのかかわり意識や事
業成果を共有する機会が少ないと推測される。
⑵　全体・主要職歴からみた「社会変革性」
①全体
「社会変革性」に関する質問では、「課題認識」
（質問12～14）「方法」（質問15～17）「能力」（質
問18～21）、「フィードバック」（質問22～23）「ア
ドボカシー」（質問24）「自立性」（質問25）の
５領域が存在し、14質問から構成されている。
まず全体結果（表５）を概観すると、「社会変
革性」の14項目における平均値（５段階評価）
は3.41（質問15）～3.94（質問13）の範囲をと
り、「社会変革性」に関する全体の平均値は3.7
となった。したがって、マネジメント従事者は、
先の「市民性」に関する取り組みよりも「社会
変革性」に関する取り組みを重視しやすい状況
にある。また、質問12、13、19、21、25の平均
値が3.8を超えていることから、リーダーを中心
として関係者が一丸となって地域の課題把握に
力を入れて取り組んでいるとも解釈できる28）。
介護系NPOが変革志向を持つことは、組織
的に独立していることが前提となりえるが、地
域から求められるサービスの提供や各種の地域
問題に関する世論喚起・行政への提言等を行う
組織体として重要な機能を持つ。つまり、独り
よがりの変革性にならないためにも「市民性」
を意識した取り組みが重要になる。
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表
５
　
マ
ネ
ジ
ャ
ー
の
主
要
職
務
歴
と
社
会
変
革
性
社
会
変
革
性
：
14
項
目
（
質
問
12
-2
5）
．
質
問
/最
も
長
く
従
事
し
た
職
業
（
SA
）
? ?
福
祉
職
(n
＝
38
-39
)
医
療
職
（
n＝
17
）
事
務
職
(n
＝
20
)
そ
の
他
(n
＝
28
-29
)
全
体
(N
＝
10
5 -1
08
)
12
自
ら
取
り
組
ん
で
い
る
問
題
や
テ
ー
マ
を
把
握
し
、
自
分
た
ち
の
課
題
と
し
て
明
確
に
認
識
す
る
こ
と
? ? ? ?
M
ea
n
4 .
21
3 .6
5
3 .8
0
3 .7
2
3 .9
S.
D
.76
7
.99
6
.76
8
1 .1
31
0 .9
27
13
課
題
に
取
り
組
み
な
が
ら
、
そ
の
背
後
に
あ
る
原
因
や
理
由
を
見
出
そ
う
と
す
る
姿
勢
や
視
点
を
持
つ
こ
と
*
M
ea
n
4 .
26
3 .7
1
3 .7
0
3 .7
9
3 .9
4
S.
D
.78
5
.84
9
.80
1
1 .1
14
0 .9
1
14
自
ら
取
り
組
む
問
題
の
み
な
ら
ず
、
そ
の
原
因
と
な
っ
て
い
る
制
度
や
慣
習
な
ど
、
社
会
の
仕
組
み
に
か
か
る
問
題
も
視
野
に
入
れ
る
こ
と
M
ea
n
4 .
05
3 .4
1
3 .7
5
3 .6
2
3 .7
8
S.
D
.95
7
1 .0
04
.91
0
1 .0
83
1 .0
03
15
ア
ウ
ト
カ
ム
・
レ
ベ
ル
の
成
果
を
目
指
す
こ
と
**
? ?
M
ea
n
3 .
79
2 .8
8
3 .4
5
3 .0
7
3 .4
1
S.
D
.93
5
1 .2
04
.99
9
1 .0
52
1 .0
71
16
課
題
認
識
の
進
化
に
伴
い
、
課
題
解
決
方
法
（
目
的
、
計
画
、
活
動
方
法
な
ど
）
も
前
進
・
進
化
さ
せ
る
こ
と
M
ea
n
3 .
90
3 .2
4
3 .3
5
3 .6
1
3 .6
1
S.
D
.91
2
1 .0
91
1 .1
37
.95
6
1 .0
07
17
中
長
期
の
視
点
か
ら
課
題
解
決
に
向
け
た
展
望
を
持
つ
こ
と
*
M
ea
n
3 .
95
3 .1
8
3 .5
0
3 .6
1
3 .6
4
S.
D
.82
6
.95
1
.94
6
1 .0
66
0 .9
54
18
何
が
課
題
解
決
に
必
要
な
技
術
や
知
識
で
あ
る
か
を
判
断
す
る
力
を
持
つ
こ
と
? ?
M
ea
n
3 .
97
3 .2
4
3 .6
0
3 .6
8
3 .7
S.
D
.77
8
1 .0
33
.88
3
1 .1
24
0 .9
54
19
リ
ー
ダ
ー
を
担
う
も
の
は
、
課
題
解
決
の
た
め
の
中
心
的
な
役
割
を
遂
行
す
る
こ
と
*
M
ea
n
4 .
21
3 .5
9
3 .6
5
3 .9
3
3 .9
1
S.
D
.70
4
1 .0
04
.98
8
.90
0
0 .8
89
20
リ
ー
ダ
ー
を
担
う
も
の
は
、
組
織
内
外
の
専
門
家
、
資
金
な
ど
の
リ
ソ
ー
ス
を
組
み
合
わ
せ
、
そ
れ
ら
を
機
能
さ
せ
る
た
め
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
シ
ョ
ン
能
力
を
発
揮
す
る
こ
と
M
ea
n
3 .
84
3 .1
8
3 .4
5
3 .4
6
3 .5
4
S.
D
.85
5
1 .1
85
.94
5
1 .0
71
1 .0
1
21
外
部
の
組
織
や
人
々
と
協
力
し
あ
い
、
時
に
は
切
磋
琢
磨
し
あ
い
な
が
ら
、
お
互
い
に
向
上
し
あ
う
よ
う
な
関
係
を
構
築
す
る
こ
と
M
ea
n
4 .
03
3 .8
2
3 .6
5
3 .7
5
3 .8
4
S.
D
.91
5
.95
1
.98
8
1 .0
05
0 .9
48
22
課
題
解
決
の
プ
ロ
セ
ス
で
、
そ
の
取
り
組
み
や
成
果
の
在
り
方
に
つ
い
て
評
価
を
行
う
こ
と
? ? ? ?
? ? ?
M
ea
n
3 .
68
3 .1
2
3 .2
5
3 .5
7
3 .4
7
S.
D
1 .0
16
.92
8
.96
7
.99
7
0 .9
97
23
課
題
解
決
の
結
果
を
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
す
る
仕
組
み
を
整
備
す
る
こ
と
*
M
ea
n
3 .
74
3 .1
8
3 .1
0
3 .4
3
3 .4
3
S.
D
.76
0
.80
9
1 .0
21
1 .0
69
0 .9
26
24
社
会
に
対
し
、
組
織
が
取
り
組
む
課
題
、
使
命
や
活
動
目
標
を
理
解
し
て
も
ら
う
よ
う
努
め
る
こ
と
ア
ド
ボ
カ
シ
ー
M
ea
n
3 .
76
3 .2
4
3 .5
0
3 .4
3
3 .5
4
S.
D
.82
0
1 .0
91
1 .0
00
1 .2
00
1 .0
25
25
組
織
の
独
立
性
、
中
立
性
を
維
持
す
る
こ
と
自
立
性
M
ea
n
4 .
00
3 .5
3
3 .7
0
3 .8
2
3 .8
1
S.
D
.87
0
.94
3
1 .0
31
1 .0
20
0 .9
67
※
等
分
散
性
が
仮
定
さ
れ
な
か
っ
た
質
問
18
の
み
ク
ラ
ス
カ
ル
ウ
ォ
リ
ス
検
定
.　
*：
p＜
,05
、
**
：
p＜
,01
.
※
質
問
毎
に
最
も
平
均
値
が
低
い
項
目
を
太
字
で
表
記
.
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田中・本郷：主要職歴からみた介護系NPOのマネジメントの課題
領域別の平均値の状況は、「課題認識」3.9、
「方法」3.6、「能力」3.7、「フィードバック」3.5、
「アドボカシー」3.5、「自立性」3.8と大きな違
いはみられなかった。しかしながら、「課題認
識」領域の質問では平均値が3.78～3.94の幅を
とり、他の領域と比較すると最も高い。つま
り、課題認識への取り組みに意欲的であること
から、経験に依拠する課題認識に加えて、社会
福祉調査法等の活用を通じた科学的な「課題認
識」が求められる。このほか、「能力」領域の
４項目の平均値の幅は3.54～3.91となり、リー
ダーの課題解決行動やコーディネーションに積
極的に取り組んでいる。
②過去の主要職歴
過去の主要職種別にみた結果では（「その他」
を除く）、「福祉職」が全ての質問項目で「医療
職」「事務職」よりも高い平均値を示した一方
で、「事務職」は質問13、21、23を除く全ての
項目で「医療職」より高くなった。また、「社
会変革性」への取り組み意識の強さは「福祉職」
＞「事務職」＞「医療職」の順になり「市民性」
とは異なる傾向を示した。したがって、「医療
職」の取り組み意識が低い理由を解明する必要
があると同時に、マネジメント上の支援も重要
になる。また、「福祉職」における平均値4.0以
上の項目は質問12、13、14、19、21、25とな
り、福祉に関する幅広い視野・知識を備えた課
題認識を軸として、関係機関との対等な立場で
ネットワーク形成の取り組みに熱心であると考
えられる。「医療職」では質問15「アウトカム
レベルの成果を目指すこと」のみ平均値3.0以
下となり、活動成果の評価体制を検討する必要
性がうかがえる。
なお、過去の主要職歴別における一元配置分
散分析の結果では、質問13（F(3,101)＝2.72，
p＜ .05）、 質 問15（F(3,98)＝4.20，p＜ .01）、
質問17（F（3,100)＝2.60，p＜.05）、質問19
（F(3,99)＝2.18，p＜.05）、質問23（F(3,99)＝
2.28，p＜.05）の５項目に統計学的な差が確認
された。特に「方法」領域では、３項目のうち
２項目（質問15、17）で差がみられた。具体
的には、質問15「アウトカム・レベルの成果
を目指すこと」における多重比較（Tukey法）
の結果では「福祉職」と「医療職」(p＜.05)と
の間に差があり（※「福祉職」と「その他」の
間も有意差あり）、質問17「中長期の視点から
課題解決に向けた展望を持つこと」でも「福祉
職」と「医療職」(p＜.05)との間に差が生じた。
以上のことから、特に「医療職」では客観的な
活動成果を組織内外に示していく取り組みが強
く求められ、組織内外に目をむけた活動成果の
情報発信体制を充実させる必要性が高いと考え
られた。
⑶　全体及び主要職歴からみた「組織安定性」
①全体
「組織安定性」に関する質問は「ガバナンス」
（質問26～31）「収入多様性」（質問32～36）「人
材育成」（質問37～38）の３領域からなり、13
質問から構成され、「組織安定性」に関する全
体の平均値は3.7となった。全体結果（表６）
を概観すると、「組織安定性」13項目における
平均値の幅は2.37（質問32）～4.5（質問37）
と開きが大きくなっている。また、平均値3.0
以下は質問32（2.37）と質問33（2.92）のみで
あり、収入多様性と資金調達における独立性へ
の意識が低い状況にある。逆に平均値4.0を超
えた項目は、質問26、34、35、36、37、38の６
項目が存在し、半数近い質問で熱心に取り組ん
でいる。
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表
６
　
マ
ネ
ジ
ャ
ー
の
主
要
職
務
歴
と
組
織
安
定
性
組
織
安
定
性
：
13
項
目
（
質
問
26
-3
8）
．
質
問
/最
も
長
く
従
事
し
た
職
業
（
SA
）
? ?
福
祉
職
(n
＝
38
-39
)
医
療
職
（
n＝
17
）
事
務
職
(n
＝
20
)
そ
の
他
(n
＝
28
-29
)
全
体
(N
＝
10
6 -1
09
)
26
組
織
の
使
命
（
ミ
ッ
シ
ョ
ン
）
を
明
確
に
示
す
こ
と
? ? ? ? ?
M
ea
n
4 .
23
3 .7
1
4 .1
0
3 .9
3
4 .0
3
S.
D
.70
6
.84
9
.91
2
.94
0
0 .8
41
27
使
命
（
ミ
ッ
シ
ョ
ン
）
は
組
織
の
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
（
利
害
関
係
者
）
に
共
有
す
る
こ
と
M
ea
n
3 .
82
3 .3
5
3 .8
0
3 .6
4
3 .6
8
S.
D
.80
1
.78
6
.76
8
1 .0
96
0 .8
9
28
意
思
決
定
機
関
、
執
行
機
関
、
チ
ェ
ッ
ク
機
関
が
明
確
に
定
義
さ
れ
、
そ
の
選
出
方
法
と
過
程
が
透
明
に
す
る
こ
と
M
ea
n
3 .4
9
2 .9
4
3 .5
5
3 .4
3
3 .3
9
S.
D
.99
7
.89
9
1 .0
50
1 .1
68
1 .0
44
29
チ
ェ
ッ
ク
・
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
機
能
す
る
こ
と
（
組
織
全
体
の
方
針
、
規
律
・
透
明
性
に
か
か
る
機
能
の
チ
ェ
ッ
ク
）
M
ea
n
3 .
59
2 .9
4
3 .4
0
3 .5
4
3 .4
3
S.
D
.81
8
.96
6
.88
3
1 .1
05
0 .9
53
30
組
織
の
構
成
員
に
対
し
て
、
組
織
の
全
体
像
を
明
確
に
説
明
す
る
こ
と
*
M
ea
n
3 .
97
3 .1
8
3 .9
0
3 .8
6
3 .7
9
S.
D
.84
3
1 .1
31
1 .0
21
1 .0
93
1 .0
24
31
組
織
の
支
援
者
に
対
し
て
、
組
織
の
全
体
像
を
明
確
に
説
明
す
る
こ
と
**
M
ea
n
3 .
92
2 .8
8
3 .6
5
3 .3
6
3 .5
5
S.
D
.87
0
.99
3
.87
5
1 .2
24
1 .0
39
32
広
く
多
様
な
主
体
か
ら
資
金
を
集
め
、
リ
ス
ク
を
回
避
で
き
る
よ
う
に
収
入
多
様
性
を
維
持
す
る
こ
と
? ? ? ? ?
M
ea
n
2 .4
2
2 .1
2
2 .
90
2 .1
7
2 .3
7
S.
D
1 .1
77
1 .1
11
1 .1
65
1 .1
04
1 .1
62
33
組
織
の
独
立
性
に
配
慮
す
る
よ
う
に
資
金
調
達
を
行
う
こ
と
M
ea
n
3 .
13
3 .0
0
3 .1
0
2 .6
1
2 .9
2
S.
D
1 .2
98
1 .3
23
1 .1
65
1 .2
57
1 .2
78
34
資
金
調
達
の
プ
ロ
セ
ス
は
透
明
で
、
公
序
良
俗
に
反
す
る
よ
う
な
行
為
に
よ
る
資
金
は
受
け
取
と
ら
な
い
こ
と
M
ea
n
4 .
33
3 .6
5
4 .2
0
3 .8
3
4 .0
6
S.
D
1 .0
84
1 .5
79
1 .1
52
1 .4
41
1 .2
95
35
透
明
で
説
明
可
能
な
会
計
シ
ス
テ
ム
を
持
ち
シ
ス
テ
ム
に
基
づ
き
適
正
に
処
理
す
る
こ
と
M
ea
n
4 .4
4
4 .2
9
4 .
45
4 .3
4
4 .3
7
S.
D
.88
2
.77
2
.88
7
.93
6
0 .9
23
36
会
計
運
営
上
の
チ
ェ
ッ
ク
が
機
能
す
る
こ
と
M
ea
n
4 .4
0
4 .0
0
4 .
50
4 .3
8
4 .3
4
S.
D
.67
2
.70
7
.76
1
.77
5
0 .7
6
37
職
員
に
対
し
て
、
法
律
等
で
定
め
ら
れ
た
基
準
に
従
っ
た
待
遇
、
労
働
環
境
を
提
供
す
る
こ
と
? ? ? ?
M
ea
n
4 .5
3
4 .4
1
4 .
60
4 .4
8
4 .5
S.
D
.67
9
.61
8
.50
3
.78
5
0 .6
75
38
職
員
が
組
織
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
を
踏
ま
え
、
任
務
を
理
解
で
き
る
よ
う
に
工
夫
す
る
こ
と
M
ea
n
4 .
30
3 .8
8
4 .1
5
4 .0
7
4 .1
4
S.
D
.60
8
.92
8
.67
1
.76
6
0 .7
29
※
等
分
散
性
が
仮
定
さ
れ
な
か
っ
た
質
問
34
の
み
ク
ラ
ス
カ
ル
ウ
ォ
リ
ス
検
定
。
*：
p＜
,05
 、
**
：
p＜
,01
.
※
そ
の
他
を
除
く
職
種
に
お
い
て
、
質
問
毎
に
最
も
平
均
値
が
低
い
項
目
を
太
字
で
表
記
.
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領域毎の平均値の状況をみると、「ガバナン
ス」3.7、「収入多様性」3.6、「人材育成」4.3と
なった。「ガバナンス」を構成する６項目の中
では質問26「組織の使命（ミッション）を明
確に示すこと」の平均値が4.03で、最も重視す
る取り組みではあるが、他の質問の平均値の幅
は3.39～4.03と極端に低い取り組みは存在して
いない。次に「収入多様性」領域では、平均値3.0
未満が２項目存在（質問32、33）するものの、
残り全ての項目で平均値4.0を超えたことから、
①困難な面と②熱心に取り組んでいるという２
側面が考えられた。①は、組織の独立性の配慮
を前提とした多様な主体から資金調達やリスク
を回避する体制の維持に関する質問であるた
め、寄付をはじめとする多様な収入体制の体制
づくりが課題であると推測される。②では、独
立性に配慮した資金調達、プロセスの透明性と
公序良俗に反する資金の拒否、適正な会計処理
に関する質問であることから、クリーンな資金
調達と使用・報告に関する取り組みに力を入れ
ている。また、「人材育成」領域の質問（質問
37、38）でも平均値が4.0を超えており、全体
的に熱心に取り組んでいる状況が考えられた。
②主要職歴
主要職歴からみた「組織安定性」の結果は、
13項目中「福祉職」が８項目、「事務職」が５
項目で最も高い平均値となり、「医療職」で比
較的低い平均値を示した。６項目からなる「ガ
バナンス」領域では５項目で「福祉職」の平均
値が最も高いことから、「福祉職」は組織統治
に関して最も熱心に取り組んでいる意識があ
る。また「収入多様性」領域の平均値では、５
項目中３項目で「事務職」が最も高く、様々な
収入確保の方法を最も意識していると考えられ
る。しかし「収入多様性」の２項目では「福祉
職」が最も高い。その一方で「医療職」では平
均値3.0以下が質問28、29、31、32、33の５項
目存在し、マネジメント上の課題を抱えやすい
状況がうかがえた。
主要職歴毎の差を検討するために一元配置
分散分析を実施した結果、質問30（F(3,101)＝
2.71，p＜.05）及び質問31（F(3,100)＝4.77，
p＜.01）の２項目に統計学的な差が確認され
た。更に、この２項目における職種間の差に着
目した場合、質問30「組織の構成員に対して、
組織の全体像を明確に説明すること」では「医
療職」と「福祉職」の間(p＜.05)、質問31「組
織の支援者に対して、組織の全体像を明確に説
明すること」では「福祉職」と「医療職」(p＜.05)
との間に差がみられた（多重比較；Tukey法）。
つまり、説明責任に関する項目では、「福祉職」
の取り組みが「医療職」よりも熱心に取り組ん
でいると考えられる。
Ⅲ　活動成果の評価の現状と課題（自由回答
結果）
１．自由回答の設定目的、調査項目と視点等
調査結果では、法人全体の方向性として収益
性よりも公益性を重視する傾向がみられた（収
益性最重視27.0％、公益性最重視70.3％、SA、
N＝111）。このことを踏まえ、同調査における
自由回答部分を整理し、介護系NPOの活動成
果の評価の現状とマネジメントの主な課題を把
握したい。整理手順は、はじめに記述内容が類
似の意味を有するものをカテゴリー化し整理し
た（記述内容に２つの意味を持つものは、各々
のカテゴリーに分けて整理してカウントした。
重複あり）。続いて、マネジャーの職歴及び制
度外サービス実施の有無という枠組みを設定し
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た。その理由は、現に介護系NPOの多くは制
度外サービスも実施しており、マネジャーの職
歴の違いや制度外サービス実施の有無により、
マネジャーが抱える課題の共通点と相違点を把
握したいと考えたためである。
２．現状の評価方法
　自由回答では、まず現在の法人全体の活動成
果の主な評価方法を箇条書きで２つまで記入し
て頂いた。その結果を⑴自己評価、⑵第三者評
価、⑶利用者評価、⑷支援者評価（地域の関係
機関からの評価）、⑸その他(未実施)という枠
組みを用いて表７で整理した。この枠組みにつ
いて、⑴から⑶までは一般的な福祉サービス第
三者評価事業で用いられる視点である。しか
し、介護系NPOは地域に密着した活動に取り
組むべきことから、地域の関係機関からの評価
を追加した。
結果、法人全体の活動評価の方法は、自己評
価（組織内での評価）が71.2％で最も多く、第
三者評価及び利用者評価は23.7％となった。つ
まり、多くの介護系NPOは自己完結的な評価
になりやすいため、地域からの声（利用者・会
員以外の住民や関係機関等）を積極的に受け止
める姿勢が求められる。また、最多である自己
評価のサブカテゴリーとしては、①介護サービ
ス重視、②利用者重視、③地域貢献重視、④
組織運営重視、⑤その他に分類できた。中でも
組織運営重視が最も多く、事業体として存続可
能な経営基盤確立の重要性が示唆された。総じ
て、自己評価が中心である介護系NPOは、第
三者等による客観的評価体制の確立が課題だと
いえる。もちろん、介護系NPOの活動は事業
報告書というかたちで公開されるものの、地域
　　　　　　　　　　　　　　表７　法人全体の活動評価の方法 N＝118、MA
カテゴリー名
回答数
（割合）
サブカテゴリー
実数
（割合）
具体例
⑴自己評価 84
（71.2％）
①介護サービス重視 6
（7.1％） 事業の達成度・満足度、ケア向上の取り組み
②利用者重視 15
（17.9％） 利用者･家族等からの評判、利用頻度
③地域貢献重視 8
（9.5％） 地域に根差しているか
④従業員重視 6
（7.1％） 処遇改善、職員による評価
⑤組織運営重視 43
（51.2％） 総会･理事会等での評価、財務状況の評価
⑥その他 6（7.1％）
⑵第三者評価 15
（12.7％）
第三者外部評価、運営委員会（外部）等から
の評価
⑶利用者評価 13
（11.0％） 利用者･家族からの意見、アンケート調査
⑷支援者評価 4
（3.4％） 交流のある地域団体からの声
⑸その他 2（1.7％） 未実施
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に浸透し、一定の信頼性を高めていくためにも
活動成果や法人全体のマネジメントを評価する
仕組みの整備・導入が求められる。
　更にマネジャーの主要職歴と制度外サービス
実施の有無からみた評価課題の整理結果（表
８）をみても、いずれの職種でも自己評価を中
心としている。また、制度外サービス実施の有
無からみた場合では、「福祉職」・「事務職」で
は制度外サービス無の方が、若干ながら自己評
価以外の評価方法を用いている。しかし「医療
職」では、制度外サービス無での自己評価が
100％であり、制度外サービス有の方が多様な
評価を志向しやすい傾向もある。先の調査結果
では、全体的に「医療職」の取り組み意識が最
も低いが、今後は多様な評価方法を用いること
でマネジメントの評価を確認する必要がある。
３．法人全体の運営管理における主な課題
表９で示したように、介護系NPO全体の運
営管理業務の主な課題として「職員の確保・処
遇」「（マネジメントの）方法・能力」「財政上
の問題」「組織ガバナンス」などがある。最多
の「職員の確保・処遇」では、労働対価・待遇
を保障するための収益確保も重要になるが、介
護業界全体における人材不足という背景もあ
る。と同時に、介護系NPO特有の活動である
制度外サービスの担い手不足も理由として推測
される（特に公益性を志向する介護系NPOの
場合では、賃金以外にも、やりがいや満足感を
担い手に提供する視点も必要であろう）。「（マ
ネジメントの）方法・能力」では、多様な地域
課題の解決に向けてのマネジメント手法やネッ
トワーク構築、そこに必要となるリーダーシッ
プ等に関する問題がある。また、「財政上の問
題」や「組織ガバナンス」に関する課題からは、
介護系NPOの経営基盤の確立意識が高いこと
が推測され、リスクマネジメントや情報発信の
方法の整備も求められる。
表10は、主要職歴と制度外サービス実施の有
無という視点で、運営管理の課題を整理したも
表８　マネジャーの職歴と制度外サービス実施の有無からみた主な評価方法
制度外サービス実施有（n＝32） 制度外サービス実施無（n＝18）
福祉職
（N＝52）
自己評価［23］（71.9％）
第三者評価［３］（9.4％）
受益者評価［３］（9.4％）
自己評価［12］（66.7％）
受益者評価［３］（16.7％）
第三者評価［２］（11.1％）
制度外サービス実施有（n＝15） 制度外サービス実施無（n＝7）
事務職
（N＝22）
自己評価［13］（86.7％）
第三者評価［１］（6.7％）
受益者評価［１］（6.7％）
自己評価［３］（42.9％）
第三者評価［３］（42.9％）
受益者評価［１］（14.3％）
制度外サービス実施有（n＝15） 制度外サービス実施無（n＝3）
医療職
（N＝18）
自己評価［11］（73.3％）
第三者評価［２］（13.3％）
受益者評価［２］（13.3％）
自己評価［３］（100.0％）
制度外サービス実施有（n＝15） 制度外サービス実施無（n＝11）
その他
（N＝26）
自己評価［９］（60.0％）
第三者評価［２］（13.3％）
受益者評価［２］（13.3％）
自己評価［10］（90.9％）
受益者評価［１］（9.1％）
※[　]内の数字は回答数
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のである。結果、全体的にはマネジャー自身の
管理能力（マネジメント方法・能力）が共通的
課題として挙げられた（※事務職の制度外サー
ビス実施群のみ除く）が、主要職歴毎の課題認
識には若干の違いがみられた。具体的には「福
祉職」の制度外サービス実施群では、職員確保・
処遇に関する課題が最も多く、次いで「方法・
能力」に関する課題が多いものの、制度外サー
ビス実施無群では「方法・能力」が最多となり、
職員確保・処遇に関する課題は挙げられていな
い。これに対し、「事務職」の制度外サービス
実施群では財政上の課題と後継者不足に関する
課題が多いが、制度外サービス実施無では「方
法・能力」と「研修・育成」に関する課題が比
較的多い。また、「医療職」については、制度
外サービス実施群で「組織ガバナンス」「方法・
能力」に関する課題、実施無群で「職員確保・
処遇」や「制度上の問題」がある。このように、
主要職歴による課題認識の違いに加えて、制度
外サービス実施の有無による課題の違いが推測
された。
なお、制度外サービス実施無群に着目する
と、特に「方法・能力」を中心に研修や職員確
保に関する課題がうかがえた。一方、制度外
サービス実施群でも課題の違いがあるものの、
特に「医療職」では「ガバナンス」と「方法・
能力」に課題を抱えやすいと考えられる。
Ⅳ　まとめ
１．介護系NPOにおけるマネジメントの主な課
題
⑴　全体的な課題
マネジメント評価の主眼をどこにおくかとい
う事柄は、各組織が掲げるミッションにより異
なることも想定される。しかしながら、「市民
性」「社会変革性」「組織安定性」は、先行研究
からみてもNPOマネジメントに求められる共
通の視点であると考えられる。今回の調査結果
からは、介護系NPOのマネジメントには「福
祉職」を中心に一定の実務経験を積み重ねた者
が従事する場合が多く、市民の誰もが実施する
　　　　　　　　　　　　表９　法人全体の運営管理の主な課題（全体） Ｎ＝121
カテゴリー名 回答数（割合） 具体例
職員の確保・処遇 30（24.8％）職員不足、職員の定着安定維持、専門職不足、給与アップ、処遇改善
(マネジメントの)方法・
能力 25（20.7％）
課題解決にむけた手法や展望、課題認識の進化への
対応、ネットワーク力、リーダーシップ
財政上の問題 18（14.9％）資金不足
組織ガバナンス 13（10.7％）運営管理、情報発信、リスク管理、意思決定方法
研修・育成 12（9.9％）職員の質の向上、複数事業をこなす人材育成、経理事務力の習得
後継者育成 11（9.1％）後継者・幹部育成
制度上の問題 5（4.1％）介護報酬減収、法令厳守への対応
課題認識 5（4.1％）NPOとしての社会的役割や課題認識の希薄化
税制上の問題 2（1.7％）税制上の優遇
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ことは困難なことが確認された。特に主要職歴
が「事務職」である場合には、マネジメント過
程で生じる様々な事務的業務は得意であると思
われる反面、福祉の価値・理念等の視点を持つ
ことも求められる。また、「福祉職」と「医療職」
は、「事務職」よりもマネジメント上の困難が
生じやすい傾向がみられた（特に「医療職」で
はマネジメントに関する満足感が全体的に低く
なる傾向がみられた）。したがって、「福祉職」
「事務職」はもちろん、特に「医療職」に対す
る事務的な研修やトレーニングの強化、人材確
保の支援等が介護系NPOのマネジメントを活
性化させるポイントになる。これは外部機関へ
の相談状況の少なさからも推測されるため、運
営後のバックアップ体制の充実も必要である。
なお、エクセレントNPO評価基準を用いた
自己評価結果（５段階評価）の再整理後の結果
（表11）からは、「市民性」に関する取り組み意
識が最も低く（平均3.0）、「社会変革性」「組織
安定性」は同じような状況（平均3.7）になった。
つまり、寄付体制の整備をはじめとした「市民
性」に関するマネジメントの強化が望まれる。
⑵　「市民性」「社会変革性」「組織安定性」等
に関する主な課題
「市民性」に関する取り組み意識は、表11で
示したように「社会変革性」「組織安定性」よ
りも低い。また、主要職歴からみた「市民性」
は、「事務職」が最も積極的になりやすく、「福
祉職」「医療職」の順で平均値が高くなった。「市
民性」に関する評価において「医療職」が平均
値3.0を超えたのは質問４の「ボランティアに
対して感謝の気持ちを伝える工夫をこらすこ
と」のみだったため、今後いかに「医療職」を
中心として「市民性」の意識を向上させること
ができるかが課題になる。つまり、ボランティ
アや寄付者を自らのミッション達成の構成員・
支援者として存在するという認識を高める必要
性があるといえる。具体的には、ボランティア
表10　マネジャーの職歴と制度外サービス実施の有無からみた主な課題
制度外サービス実施群（n＝32） 制度外サービス実施無群（n＝11）
福祉職
（N＝43）
職員の確保・処遇［９］28.1％
マネジメント方法・能力［７］21.9％
財政上の問題［４］12.5％
研修・育成［４］12.5％
マネジメント方法・能力［４］36.4％
財政上の問題［２］18.2％
研修・育成［２］18.2％
制度外サービス実施有（n＝16） 制度外サービス実施無（n＝6）
事務職
（N＝22）
財政上の問題［４］25.0％
後継者育成［４］25.0％
課題認識［２］12.5％
職員の確保・処遇［２］12.5％
マネジメント方法・能力［２］33.3％
研修・育成［２］33.3％
職員の確保・処遇［１］16.7％
課題認識［１］16.7％
制度外サービス実施有（n＝14） 制度外サービス実施無（n＝6）
医療職
（N＝20）
組織ガバナンス［４］28.6％
マネジメント方法・能力［４］28.6％
研修・育成［２］14.3％
職員の確保・処遇［３］50.0％
制度上の問題［２］33.3％
組織ガバナンス［１］16.7％
制度外サービス実施有（n＝22） 制度外サービス実施無（n＝12）
その他
（N＝34）
職員の確保・処遇［８］36.4％
マネジメント方法・能力［５］22.7％
財政上の問題［３］13.6％
財政上の問題［４］33.3％
後継者育成［３］25.0％
マネジメント方法・能力［２］16.7％
※［　］内の数字は回答数
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の募集・調整等を担当する職員を積極的に配置
していくことも有用であろう。
「社会変革性」では、回答者の多くが課題認
識への取り組みに意欲的な状況がみられた。し
かし、経験のみに依拠する課題認識のみではな
く、課題が生じる原因や背景、地域の実情や社
会情勢、各種法制度等との関係性からマネジメ
ント評価を捉える必要性も推測された。と同時
に、その課題解決に向かって、中長期的な計画
を策定し、段階的に活動成果をフィードバック
できるような事業展開の必要性もうかがえた。
主要職歴からみた「社会変革性」の取り組みの
強さは「福祉職」＞「事務職」＞「医療職」と
いう関係になり「市民性」とは異なる傾向を示
した。特に「福祉職」には積極的な取り組み意
識がみられたが、「医療職」の認識の向上が今
後に望まれる。
「組織安定性」については、情報開示による
組織の透明性の向上やチェック機能の整備等が
課題であると考えられた。主要職歴からみた
「組織安定性」は、「福祉職」＞「事務職」＞「医
療職」の順で熱心に取り組んでいる傾向がみら
れた。特に「医療職」の取り組みが困難であり、
今後のサポート体制を充実させる必要性が考え
られた。また、「ガバナンス」領域の殆どの項
目でも「福祉職」の取り組みが高く、組織統治
に関する取り組みに最も熱心であった。一方
「収入多様性」領域では、「事務職」が最も高く、
様々な収入確保の方法を最も考慮していること
が推測された。過去の主要職歴により取り組み
意識には異なる傾向がみられるものの、「医療
職」を中心に、マネジメントに関する取り組み
の強化が求められる。
以上のほか、NPO法は「自由な市民の社会
貢献活動の促進」を趣旨とするため、介護系
NPOにも市民参加の場としての役割や地域に
開かれた活動展開が求められる。これは自己評
価中心から市民による評価をどのように導入し
ていくかが課題であることを示唆している。ま
た、本郷らの調査結果29）では、制度外サービス
を実施する介護系NPOの活動評価の指標とし
て、利用者数やリピーターの状況、利用者や
職員からの声等が中心であったが、評価を実
施していない組織も多く存在していた。した
表11　市民性・社会変革性・組織安定性に関する総合結果（再整理後）
枠組 平均値（３分類） 領域 平均値（領域別）
「市民性」 3.0
ボランティア 3.2
寄付 2.7
自覚 3.1
「社会変革性」 3.7
課題認識 3.9
方法 3.6
能力 3.7
フィードバック 3.5
アドボカシー 3.5
自立性 3.8
「組織安定性」 3.7
ガバナンス 3.7
収入多様性 3.6
人材育成 4.3
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がって、特に制度外サービスを実施する介護系
NPOでは、制度上の専門的サービスの提供と
制度外サービス提供における市民参加のバラン
スの測り方とその評価手法の確立も課題であろ
う。
２．本研究の限界と今後の方向性
　本研究の限界として、調査の⑴回収率が完全
ではないこと、⑵エクセレントNPO評価基準
を用いたが、NPO法人のみに特化した評価項
目でないこと、⑶調査対象地域が九州・沖縄に
限定されていること、⑷マネジメント従事者に
近い職員や会員等からの評価結果が不明なこと
などがある。
特に⑵については、本調査で用いたエクセレ
ントNPO評価基準が民間非営利組織全体の活
動評価には有用であると思われる反面、NPO
法人や介護系NPOに特化したスケールではな
いため、介護系NPOにおける評価指標の作成
が必要であり、今後の課題でもある。さらには、
主要職歴ごと自己評価結果からは、各々の専門
職による価値観・捉え方の違いなどの影響もう
けることが考えられた。
　最後に今後の研究の方向性を挙げておきた
い。本論で明らかにした介護系NPOのマネジ
メントの課題をもとに、他の公益法人との比較
検討を通じたマネジメントの課題や市民の自由
な社会貢献活動の促進方法などを明らかにして
いきたいと考えている。
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